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第１ステージ（１９９３年～）

第２ステージ（２０１３年～）

第３ステージ（２０２０年～２０２５年）

『通過する道路利用者のサービス提供の場』

『道の駅自体が目的地』

 地方創生・観光を加速する

地域の中心的な拠点として機能

 「道の駅」同士等の連携により、

新たな地域づくりに貢献

 道路利用者が安心して休憩できる場を提供

 地域の創意工夫により、道の駅自体が

観光の目的地や地域の拠点に発展

「道の駅」の経緯

『地方創生・観光を加速する拠点』

1993.4 1999.8 2013.3 2022.8

(現在)

103駅

551駅

駅

駅

第１ステージ 第２ステージ 第３ステージ

： 41駅～ 4箇所

： 31駅～40駅 7箇所

： 21駅～30駅 13箇所

： 11駅～20駅 18箇所

： ～10駅 5箇所

<都道府県数>【凡 例】

全国「道の駅」登録数：1,198駅

令和４年８月５日 ４駅を新規登録

道路利用者の休憩施設から地域の中心拠点へ



「道の駅」第３ステージの主な取組

第３ステージ（2020年～2025年）《地方創生・観光を加速する拠点》

「2025年」に目指す３つの姿

新「道の駅」のあり方検討会 提言
令和元年11月18日
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１．道の駅を世界ブランドへ

＜これまでの主な取組み＞
 キャッシュレス導入
 道の駅同士が連携したEC/通販
 施設の衛生環境の改善

（ニューノーマル対応）

２．新「防災道の駅」が

全国の安心拠点に

＜これまでの主な取組み＞
 「防災道の駅」制度の創設と重点支援
 地域防災力の強化のためのＢＣＰ策定

や防災訓練等の実施
 「防災拠点自動車駐車場」の指定

３．あらゆる世代が活躍する

舞台となる地域センターに

＜これまでの主な取組み＞
 子育て応援施設の併設
 道の駅ニーズと民間シーズのマッチング

による地域の課題解決
 大学等との連携によるインターンシップや

実習

「道の駅」を核に地方創生 持続可能な安定運営

国等からの支援の充実 全国連絡会のｴｰｼﾞｪﾝﾄ機能の強化３つの姿を実現する安定基盤の構築



ニューノーマル対応
第３ステージの取組状況（2020～2021）

半数以上の道の駅が、コロナ禍で３割以上売上が減少

※国土交通省によるサンプル調査による
売上げは、２０２１年５月の２０１９年５月に対する割合

道の駅が新たな生活様式下で
「興味・関心を」を持つもの
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コロナ禍における道の駅の経営への影響

○第３ステージの開始とともにコロナ禍となり、道の駅の経営にも大きな影響が生じる中、
道の駅の現場では、衛生環境の改善や新たな商習慣への関心が高い

コロナ禍で関心が高い取組は、「トイレ・手洗所の
感染症対策」「キャッシュレス決済」「通販・EC」

※出典：全国道の駅連絡会「第4回新型コロナウイルス感染症による経営実
態調査」
（調査時期：２０２１年１０月～１１月）

(%)



ニューノーマル対応
第３ステージの取組状況（2020～2021）

主な取組 時期 概要 今後の方針

キャッシュレス
導入支援
（新しい商習慣への
対応）

2020.4～

引き続き、各道の駅、
利用者双方がメリット
を実感できる丁寧な
対応を推進

EC/通販
（来店以外の販路拡
大）

2020.6～

「道の駅」のブランド
力を活かし、道の駅
同士の商品を組み合
わせた新たなサービ
スを検討

衛生環境の改
善・換気対策の
支援

2022.1～
トイレの洋式化をはじ
め、道の駅の施設改
修を支援

電子マネー

クレジットカード

モバイル
QR決済

・全国道の駅連絡会がパートナー事業者を公募

・国交省の協力の下、ブロック単位の説明会と個別説明
で、市町村及び管理運営者へ働きかける「草の根
キャッシュレス」を展開

・全国道の駅連絡会が中心となり、EC/通販に関心のあ
る複数の道の駅が参加できる共通の通販サイトを運営

▲加工品（2020.6～） ▲生鮮品（2020.12～） ▲海外向け（2021.4～）

・社会資本整備総合交付金の重点分野に、道の駅の「ポ

ストコロナ対応」を新たに追加し、対象とする道の駅を限
定せず、トイレの洋式化等を重点的に支援

▲トイレの洋式化 ▲非接触化
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防災機能強化
第３ステージの取組状況（2020～2021）

主な取組 時期 概要 今後の方針

「防災道の駅」
制度の創設

2021.6

各「防災道の駅」に対し
てハード・ソフト両面での
重点支援を実施

候補箇所の指定条件の
適合具合や地域意向等
を確認しつつ、全国100
箇所程度を目途に選定

「道の駅BCP策
定ガイドライン」
等の策定

2021.8

「防災道の駅」や防災拠
点自動車駐車場におけ
るBCP策定を重点的に
推進

先ずは簡易版を策定し、
順次内容の充実が図ら
れるよう支援方策を検討

「防災拠点自動
車駐車場」の指
定制度の創設

2022.3

※2021.3
道路法等改正

地域防災計画への位置
付け状況等を踏まえ、指
定

・都道府県の地域防災計画等で、広域的な防災拠点に
位置づけられている道の駅について、「防災道の駅」と
して選定し、防災拠点としての役割を果たすための重
点的な支援を実施（2021年6月に全国39駅を選定）

・国交省の「ガイドライン」と全国道の駅連絡会の「マニュ
アル」により各「道の駅」におけるBCP策定を促進

・地域防災計画に位置付けがある「道の駅」
等の自動車駐車場を国土交通大臣が指定
（2022年3月に道の駅332箇所等を指定）

• 自衛隊、警察、テックフォー
ス等の救援活動の拠点

• 緊急物資等の
基地機能

• 復旧、復興活動の拠点 等

▲利用の禁止・制限
の際に設ける標識

・道路管理者が、災害時に防災拠点
としての利用以外の制限や災害時
に有用な施設等の占用基準の緩和
等が可能 5



地域センター化
第３ステージの取組状況（2020～2021）

主な取組 時期 概要 今後の方針

子育て応援施設
の整備支援

2019.1～

国が整備した事例を
中心に手引きを策定し、
各道の駅における取組
を推進

ニーズ・シーズ
マッチング
（道の駅の課題解決）

2021.9～

定期的に実施

ニーズの常置受付およ
びシーズの個別提案を
ウェブ上で実施検討

大学連携

2015～
（継続）

2022.3
（見直し検討）

コロナ禍におけるあり方
を全国道の駅連絡会等
と調整
（ワークショップ型、イン
ターンシップ型）

・「道の駅」登録・案内要綱にベビーコーナーの設置を追
加し、新規に登録する道の駅では整備を要件化
・2019年度から社会資本整備総合交付金で重点支援

・地域の魅力の集まる「道の駅」と、観光学等を学ぶ若者
の交流により、新たな価値の創造を図り、観光・地域づ
くりを担う将来の人材育成や地方創生にも寄与

・コロナ禍における連携手法として、課題解決型のオンラ
インによる意見交換会を試行

▲２４時間利用可能な
ベビーコーナーの設置

▲妊婦向け屋根付き
優先駐車スペース

▲おむつのばら売り

・個々の道の駅が直面する課題・ニーズと、それを解決
する可能性のある企業（連絡会賛助会員）の技術・製
品等をマッチングするプロジェクト（オンライン）の実施
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「道の駅」の現場ニーズ（例）

ニーズの具体例 対策イメージ

経
営
ノ
ウ
ハ
ウ

○経営ノウハウ
・冬場の閑散期における売上対策が知りたい。
・名物以外の売上増加方法が知りたい。

○新規事業の取組みノウハウ
・オリジナル商品の開発
・道の駅におけるイベントの企画・実施

※「ニーズの具体例」は、2021年度に行った「ニーズ・シーズマッチング」プロジェクトのニーズ調査、
国交省ウェブアンケート等より抽出

行政機関が主催する研修で学んだ売り場構成
のノウハウをスタッフ全員と共有し、実践

「きこない」（北海道上磯郡木古内町）

○全国の道の駅から、更なる発展と日常的な運営の双方のニーズが示されている。
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コロナ禍で、道の駅スタッフが事前予約した利
用者とマンツーマンでWebカメラ接続により購
買対応等の接客を行う「Web来店」を実施。
「しかべ間歇泉公園」（北海道茅部郡鹿部町）

≪五葉豆≫
※五葉豆ジェラート
※五葉豆ラテ
※五葉豆パン

町内の県立高校と協同で商品開発
「うご」（秋田県雄勝郡羽後町）



「道の駅」の現場ニーズ（例）
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ニーズの具体例 対策イメージ

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
導
入

○デジタルサイネージの活用による低コスト化・省人化
・経費削減のため、無人でも情報発信が可能なデジタルサイネー
ジの活用を検討したい

○デジタル技術を活用した運営環境の改善
・テナントの売上管理やコミュニケーションが可能なツールの導入

デ
ー
タ
活
用

○デジタル技術を活用した運営環境の改善
・「お客さまがどこからどれだけ来ているか」を把握するために、
係員を常駐させて駐車場のナンバープレートをチェックしデータ
を測定していたが、手間も費用もかかり、アナログな手法に限界
・農産物の出荷時期等を道の駅間で調整するシステム

道
の
駅
同
士
の
連
携

○道の駅同士の連携
・周辺の道の駅と、新たな施策や日常運営で協力したい

外部の観光案内所からデジタルサイネージ上
のアバターを遠隔操作し、来訪者へ情報提供

「かさま」（茨城県笠間市）

属性データを取得する AI カメラを活用。平日
夜に少ない20～40代に向けたイベントを開催

「松山中央商店街」（愛媛県松山市）

※「ニーズの具体例」は、2021年度に行った「ニーズ・シーズマッチング」プロジェクトのニーズ調査、国交省ウェブアンケート等より抽出

共同出店・共同イベント開催
（収益は、連携事業の活動費に充当）
奥伊予街道七駅物語事業推進協議会



「道の駅」の現場ニーズ（例）

ニーズの具体例 対策イメージ

駐
車
場
利
用

○駐車場利用問題への対応
・長時間滞在される方への対応
・所有者不明の放置された車両への対応
・宿泊目的の車両により休憩目的の車両が駐車できない
事象の発生
・ゴミの放置、トイレの水くみ等への対応
・駐車スペース以外へ駐車している車両への対応

施
設
改
修
へ
の
支
援

○老朽化対策・リニューアル
・老朽化対策に活用できる支援メニュー
・施設が老朽化しているため修繕したいが予算がない

○ポストコロナ対応
・ポストコロナのために必要な道の駅設備が知りたい
・ポストコロナ対応に活用できる支援メニュー

トイレを改修し、来場者数、売上が増加

「さんりく」（岩手県大船渡市）

RVパークの設置 駐車場利用ルールの明示

※「ニーズの具体例」は、2021年度に行った「ニーズ・シーズマッチング」プロジェクトのニーズ調査、国交省ウェブアンケート等より抽出
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＜改修前＞ ＜改修後(H30.6改修)＞

「あそ望の郷くぎの」
（熊本県阿蘇郡南阿蘇村）

「びわ湖大橋米プラザ」
（滋賀県大津市）



「道の駅」の取組経緯

第１ステージ
（１９９３年～）

から
第３ステージ
（２０２０年～）

第３ステージ前期
（２０２０年
～２０２１年）

第３ステージ中後期
（２０２２年
～２０２５年）

第１ステージ（１９９３～） 第２ステージ（２０１３～） 第３ステージ（２０２０～）
通過する道路
利用者のｻｰﾋﾞｽ
提供（休憩場所）

地域の創意工夫
(地域自身の懸命な努力)

⇒目的地化
(観光地、地域拠点)

地方創生・観光を加速する拠点へ

「道の駅」を核に地方創生 持続可能な安定運営

【ニューノーマル対応】 【防災機能強化】 【地域センター化】

▲トイレの洋式化・非接触化 ▲「防災道の駅」 ▲子育て応援施設(ﾍﾞﾋﾞｰｺｰﾅｰ等)の整備

「道の駅」第３ステージ（2020～2025年）の取組の更なる活性化を図るため、
新たに以下の取組を推進します。

○ 「道の駅の安定運営」と「地域全体の発展」の実現方策を探求するモデルプロジェクトを
実施し、得られたノウハウを全国展開

○老朽化、コロナ禍など全国的な課題に対応するため、「道の駅」の底上げを図るハード・
ソフトの現場支援を強化

第３ステージの政策テーマに沿った個別施策の開始・推進

ニューノーマル対応 防災機能強化 地域センター化

国等からの支援の充実 全国連絡会のｴｰｼﾞｪﾝﾄ機能の強化

▲キャッシュレス

政策
ﾃｰﾏ

支援
制度

※各施策を推進する国の重点支援や全国連絡会の
取組も推進
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「道の駅」第３ステージ 新たな取組（イメージ）

利用実態を動的ビッグデータ等により
把握・分析し、効果的な取組を推進

○地域や道の駅の課題

○地域活性化ビジョン

利用者年代割合利用者推移 利用者居住地分布

○道の駅の安定運営

新サービス展開に
よる経営の安定化

○地域全体の発展

地域課題の解決方策を検
討し、地域全体の
発展に寄与

○「道の駅」を牽引する自治体、制度を所管する国、「道の駅」内外のネットワークを持つ

全国道の駅連絡会が協働し、「道の駅の安定運営」と「地域全体の発展」の実現方策を探求する
モデルプロジェクト

○老朽化、コロナ禍など全国的な課題に対応するため、「道の駅」の底上げを図る現場支援を強化

・現場の運営管理等の様々なノウハウを
「道の駅」同士で共有

・モデルプロジェクトの課題を含め、幅広く
現場支援方策を検討 ▲売場構成を工夫し、

魅力度向上
▲新しい商習慣の
キャッシュレス決済

▲PFIを活用した施設のリニューアル
（道の駅「むつざわスマートウェルネスタウン・
道の駅・つどいの郷）

○利用者視点

【実施場所】

「とみうら」（千葉県南房総市）

「もてぎ」（栃木県茂木町）

得られたノウハウを全国展開
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第３ステージ中後期の進め方

モデルプロジェクト 「道の駅」の現場支援 政策テーマに沿った
個別施策

モデル箇所での検討

全国展開

「道の駅」及び地域の
現状・将来像の整理
(棚卸し)

新サービスや地域課題
の解決方策の試行・内
容決定(計画・実行)

「道の駅の安定運営」
や「地域全体の発展」
に及ぼす効果の評価
(評価・改善)

利
用
者
視
点
の
導
入

動
的
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
等
の
活
用

・得られたノウハウの共有
・「道の駅」の効果の評価

全国展開
・様々なノウハウの共有
（共有の仕組みも検討）

現場ニーズの調査

・各道の駅からの情報収集
・優先度の整理

現場支援方策の検討

・道の駅同士の連携支援
・国、全国道の駅連絡会の支援
・多様な主体と連携した支援

取組状況や社会情勢等
をフォローアップしつつ、
引き続き推進
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ノウハウの共有イメージ

■タイムライン ■アーカイブ

・各「道の駅」の課題
や取組を「道の駅」
同士で即時的に
共有し、お互いの
コミュニケーション
を活性化

・過去のタイムライン
や各「道の駅」の取
組事例を整理し、
キーワード検索機
能等を付与
・国や連絡会からの
情報提供等も一元
的に保管

共通する課題の一元的な分析 コミュニケーションの活性化

緩やかな
連携

※「道の駅」同士の連携を促進し、将来的に、「道の駅」関係者の理解の下、各「道の駅」に関する様々なデータの一元管理も検討

※「道の駅」関係者が慣れ親しんだ既存のアプリケーションを
活用するなど、コストや操作性に配慮

※機能やルールは、各「道の駅」の意見を聞きつつ、国交省
及び全国道の駅連絡会で検討

課題や取組
を適宜登録

ナレッジマネジメントのデータ基盤

国交省

連絡会

共通する課題等を
踏まえた施策検討

参考となる
知見等の確認
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第３ステージの新たな取組スケジュール（想定）

取組 項目

2022年度
2023年度
以降第２四半期

（8月～9月）
第３四半期
（10月～12月）

第４四半期
（1月～3月）

モデル
プロジェクト

「もてぎ」、
「とみうら」での
モデルプロジェクト
の実施

モデルプロジェクト
のとりまとめ

ノウハウの
全国展開

道の駅の
現場支援

現場支援方策の
検討

現場の運営管理等
の様々なノウハウの
共有

WS 試行・内容決定 実施・評価
2022年度の成
果・課題を踏ま
え、継続

2022年度の成
果・課題を踏ま
え、継続
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（参考）各道の駅における取組事例

（１）観光拠点

15

（２）地域産業の振興拠点

■道の駅「にちなん日野川の郷」
（鳥取県日野郡日南町）

林業や農業が盛んな日南
町では、道の駅のすべての
商品に１品１円のクレジットを
付与した寄付型オフセット商
品を販売し、消費者が町の森
林保全活動に貢献。
近年、寄付型オフセット商品
への協力企業の加入率は上
昇傾向だが、さらなる拡大が
課題。

道の駅を通じた森林保全活動

■道の駅「川のみなと長井」（山形県長井市）
長井の玄関口として観光情報の発信、特産物の紹介、
旅行業商品企画などを実施。川とまちをつなぐ施設として
「まちへ人を」「まちから人を」誘導するための拠点として
活用。
今後は、道の駅の近くに整備予定の公共複合施設など
も含めた一体的な活用によるまちなかの賑わい創出に期
待。

「まちなかへの誘導装置」としての道の駅



（参考）各道の駅における取組事例

（３）防災拠点

16

■道の駅「遠野風の丘」 （岩手県遠野市）
東日本震災時には、自衛隊・救急隊の支援拠点と
して機能を発揮。 これを受けて、岩手県広域防災拠
点配置計画の広域防災拠点に位置づけられ、ベー
スキャンプ、備蓄等の高度な防災機能を分担。

自衛隊・消防隊やボランティアの
後方支援拠点

道の駅「遠野風の丘」は沿岸各市町への後方支援拠
点（『扇の要』）として活用。全国の自治体等から集めら
れた支援物資の沿岸被災地への搬送等を実施。

災害時の広域拠点として
近隣の道の駅と連携

宮古市地域防災計画にて
道の駅が防災拠点に

位置付け

岩手県地域防災計画にて
道の駅「遠野風の丘」が

広域防災拠点（後方支援拠点）に
位置付け



（参考）各道の駅における取組事例
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■道の駅「和紙の里」 （埼玉県秩父郡東秩父村）
新たな生活・交通・観光の拠点となるよう、体験型観光施
設の「和紙の里」に様々な機能を備えた複合施設を整備。
「和紙の里」を公共交通のハブとし、全てのバスを結節さ
せることにより、運行本数の増加や利用頻度が高い時間
帯に多くのバスを運行させることで利便性を向上。

公共交通再編と
交通拠点施設の整備

和紙の里ハ ブ化の構想

地場産業振興

和紙、こんにゃく、水、野
菜等の東秩父村の独自の素
材を活かした観光客向けの
飲食、地場産物品、サービ
スを事業化することによっ
て産業の育成及び地場の雇
用確保が期待できる。販売
拠点として和紙の里のコン
ビニ機能を導入した売店を
活用する。

生活交通確保維持

村営バスと民間バスを統合
再編し、和紙の里を施設機
能を備えた第二世代ハブバ
スセンターとし、すべての
バスをハブで結束させるハ
ブ＆スポーク方式により運
行便数の増加と住民の利便
性の向上、観光客の取り込
みを図る。

生活機能確保

東秩父村には連続した商店
が存在せず住民の日常買い
物不便地域である。
和紙の里にコンビニストア
機能を持たせることで住民
は日常身の回り品を購入す
ることができるようになり
生活機能が向上する。

都市と農村交流

当地域はウォーキングのメ
ッカとして観光客が多く、
４月に開催される七峰縦走
には毎年７千名の申込み者
がいる。ハブ＆スポークを
導入し和紙の里をバスの結
束点と観光の始終点とする
ことで、今まで利用困難で
あった観光客の駅から和紙
の里への移動が便利になり
多くの観光客の集客が可能
となり、地域の主要観光点
となり得る。

小さな拠点形成
和紙の里を交通の結束点のハブバスセンターとし、ここに地域住
民の生活機能向上施設を集約し、またウォーキング観光客の拠点
とすることで、和紙の里が村のにぎわいとサービス機能の中心と
なり、住民の生活利便向上と観光客による経済効果、ハブ＆ス
ポークによる効率的なバス運行によって、住民、観光客によるバ
ス利用者数の増加によって生活路線バスの維持を可能とする。

（４）住民サービスの拠点 （５）交通拠点

■道の駅「本庄」 （島根県松江市）
買い物の楽しみや野菜
を作る喜びをもち続けて
いただくために、移動販
売及び農作物の集荷事
業を開始。
試行期間を経て、R4.4より
運行表を見直し。市民ニー
ズのある地域を含めて本格
運行を開始。

移動販売車による
高齢者の買物支援


